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Ⅰ 財政計画の意義と目的 

  

１ 財政計画策定の意義 

   国内経済は、令和３年２月の月例経済報告において「景気は、新型コロナウ

イルス感染症の影響により、依然として厳しい状況にあるなか、持ち直しの 

動きが続いているものの、一部に弱さがみられる。」とされ、先行きについて

も、「緊急事態宣言の解除後も感染拡大の防止策を講じつつ、社会経済活動の

レベルを引き上げていくなかで、各種政策の効果や海外経済の改善もあって、

持ち直していくことが期待される。ただし、内外の感染拡大による下振れリス

クの高まりに十分注意する必要がある。」としている。 

   また、内閣府が令和３年１月に策定した「令和３年度の経済見通しと経済財

政運営の基本的態度」では、「「経済再生なくして財政健全化なし」との基本方

針の下、経済・財政一体改革を推進することとし、デフレ脱却と経済再生の 

道筋を確かなものとしつつ、歳出・歳入両面からの改革を推進する。」として

おり、財政健全化に向けた今後の国の政策及び内外経済の動向に注視する 

必要がある。 

   こうした経済状況の中、本市の令和３年度当初予算は、感染症の影響を反映

して市税収入や各種交付金について減額が見込まれる中で、安定した市民生

活の維持に必要な施策、事業を確実に実施するために、引き続き厳しい財政運

営が見込まれ、改めて、必要性、緊急性、優先性を考慮して、経費の最適化を

図る必要がある。 

   今後における効率的で計画的な財政運営の推進に向けて、中期的な視点を

示し、市民ニーズに的確かつ迅速に対応するとともに、継続的かつ安定的に 

行政サービスを提供するため、令和３年度当初予算及び補正予算（第１号）の

確定に伴い、本計画期間中の残年度（令和３年度）における歳入歳出の推計額

を確認し、本計画の見直し（ローリング）を行ったものである。 
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２ 財政計画の目的 

(1)中期的な歳入確保の見通しを示して歳入に見合った歳出計画を立てること

で、財政運営の健全性を確保する。 

(2)「総合計画」に位置付けられる政策・施策に基づき実施する事業を財源的

に裏付ける計画とする。 

(3)「総合計画」の実現に向けて、「行政改革計画」や「公共施設マネジメン

ト事業計画」において想定される財政計画と相互に連携して推進を図る。 

(4)市民と行政が本市の財政状況について共通認識を持つための根拠資料とし、

協働によるまちづくりの基盤として活用する。 

 

Ⅱ 計画策定のフレーム 

 １ 計画期間 

      計画期間は、「第６次入間市総合計画・前期基本計画」と整合を図り、平成

２９年度から令和３年度までの５年間とする。 

    

 ２ 会計単位 

   本計画は、実施計画の策定及び予算編成への活用を図ることを想定するた

め、会計単位は一般会計を採用する。 

 

３ 計画の見直し 

計画は総合計画・基本計画との整合を踏まえて５年ごとに全面改訂する。

ただし、実施計画との整合性を図るため、毎年ローリング形式で時点修正を

行う。 

時点修正期間は、平成３０年度から令和３年度までとする。 
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Ⅲ 中期財政計画（平成２９年３月策定）における令和３年度計画額及び令和３

年度当初予算額の比較 

１ 歳入                           （単位：百万円） 

歳入項目 
３年度 

計画額 

３年度 

当初予算額 
増減額 

市 税 ２１，２０３ ２０，１３８ △１，０６５ 

譲与税・交付金 ３，０６３ ４，１７５ １，１１２ 

地方交付税 １，４９２ １，６５６ １６４ 

国庫・県支出金 ９，４３４ １０，２８３ ８４９ 

使用料及び手数料・分担金及び負担金 １，３４９ ９５２ △３９７ 

繰入金 ２４２ １，３００ １，０５８ 

繰越金 ６００ ６００ ０ 

市 債 ２，８２０ ３，７４５ ９２５ 

その他(財産収入・諸収入・寄附金) ９８７ １，３１７ ３３０ 

合 計 ４１，１８９ ４４，１６５ ２，９７６ 

※増減額は既計画額と予算額の差額を表しています。 

※表示額は単位未満を四捨五入しているため、合計は一致しない場合があります。 

(1)増減の状況 

○市税の予算額は、計画額と比較して 10億 6,500万円の減額となった。市民税

は、感染症の影響による企業収益の落ち込みなどにより、個人・法人を合わせ

5億 9,400万円の減額、固定資産税は、評価替えの影響や、感染症対策の軽減

措置などにより 4億 3,600万円の減額となったことが主な要因である。 

○譲与税・交付金の予算額は、計画額と比較して 11億 1,200万円の増額となっ

た。これは、平成 29年３月の計画策定時点では増税時期が不明確なため見込

んでいなかった消費税率 10％への引上げにより地方消費税交付金が 7 億

3,900万円の増額、感染症対策の固定資産税の軽減措置に対する補てんにより

地方特例交付金が 3億 8,900万円の増額となったことが主な要因である。 

○国庫・県支出金の予算額は、計画額と比較して 8 億 4,900 万円の増額となっ

た。国庫支出金は、扶助費の増加などに伴う補助金の増加により 3億 5,300万

円の増額、県支出金は、不老川緊急治水対策事業負担金や、埼玉園芸生産力強

化支援事業費補助金などにより 4 億 9,600 万円の増額となったことが要因で

ある。 

○繰入金の予算額は、計画額と比較して 10億 5,800万円の増額となった。財源

不足を調整するために財政調整基金から 11億 8,000万円の繰入れを行ったこ

とが主な要因である。 

○市債の予算額は、計画額と比較して 9 億 2,500 万円の増額となった。普通建

設地方債は、公共施設マネジメント事業計画における実施事業などにより 7億

2,500万円の増額、特例地方債は、感染症の影響による歳入減に伴う財源不足

の増加を見込み、臨時財政対策債が 2億円の増額、減収補てん債が 1億 1,200

万円の増額となったことが要因である。 

(2)結果 

歳入における予算額は、全体では、計画額と比較して 29億 7,600万円の増額

となった。市税では、感染症の影響による企業収益の減少などの見込みにより

減額となったが、消費税率の引上げによる地方消費税交付金の増加や、社会保

障関連経費の伸びに伴う国庫補助金の増加、また、計画時には想定できなかっ

た県委託事業の増加、さらに、財源不足に対する財政調整基金からの繰入れや、

市債の増加などにより、大幅な増額となったものである。 
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２ 歳出                           （単位：百万円） 

歳出項目 
３年度 

計画額 

３年度 

当初予算額 
増減額 

人件費 ８，２８８ ９，１７５ ８８７ 

物件費（予備費含む） ６，１７０ ６，９８５ ８１５ 

維持補修費 ３４８ ３１４ △３４ 

扶助費 １０，７１４ １１，３３６ ６２２ 

補助費 ５，６１０ ６，９９５ １，３８５ 

公債費 ３，９３６ ３，８３３ △１０３ 

普通建設事業費 ２，０７５ ２，２１４ １３９ 

積立金 ２７１ １２６ △１４５ 

投資及び出資金 ０ ０ ０ 

貸付金 ２６ ５ △２１ 

繰出金 ３，７５１ ３，１８３ △５６８ 

合 計 ４１，１８９ ４４，１６５ ２，９７６ 

※増減額は既計画額と予算額の差額を表しています。 

※表示額は単位未満を四捨五入しているため、合計は一致しない場合があります。 

(1)増減の状況 

○人件費の予算額は、計画額と比較して 8 億 8,700 万円の増額となった。平成

29 年３月の計画策定時点では、会計年度任用職員制度創設の予定はなく、そ

れに伴う臨時職員給与費が物件費から移行したことなどが主な要因である。 

○物件費の予算額は、計画額と比較して 8 億 1,500 万円の増額となった。計画

策定時点で見込んでいなかった小中学校における情報機器整備事業（一人 

１台端末）、エアコン設置事業に係る経費の増額、子ども・子育て支援事業の

充実などが主な要因である。 

○扶助費の予算額は、計画額と比較して 6億 2,200万円の増額となった。社会・

経済の動向に伴う生活保護扶助の増加や、障害児への早期支援ニーズの高ま

りに伴う給付事業の増額などが主な要因である。 

○補助費の予算額は、計画額と比較して 13億 8,500万円の増額となった。武蔵

藤沢駅周辺土地区画整理事業交付清算金、農業振興推進事業（埼玉園芸生産力

強化支援事業費補助金）の増額が主な要因である。 

○普通建設事業費の予算額は、計画額と比較して 1 億 3,900 万円の増額となっ

た。学童保育室整備事業などの公共施設マネジメント事業、不老川緊急治水対

策事業の増額などが主な要因である。 

○繰出金の予算額は、計画額と比較して 5 億 6,800 万円の減額となった。国民

健康保険特別会計繰出金の減少や、事業の進捗に伴う区画整理事業特別会計

への繰出金の減少などが主な要因である。 
 
(2)結果 

歳出における予算額は、全体では、計画額と比較して 29億 7,600万円の増額

となった。少子高齢化の進展や障害者支援環境の充実などによる社会保障関連

経費の増額、会計年度任用職員制度創設以降の人件費の増額、小中学校の情報

機器整備事業や子ども・子育て支援事業の充実などに伴う物件費の増額、学童

保育室整備事業や不老川緊急治水対策事業などによる普通建設事業費の増額に

より、大幅な増額となったものである。 
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Ⅳ 財政計画 

令和３年度ローリング後の計画額は、令和３年度補正予算（第１号）を反映し

た予算額であって、ローリング前（令和２年度ローリング版）と比較して    

8 億 7,300 万円の減額となった。主な増減の要因は、前段（３・４ページ）に  

記載したとおりである。 

なお、令和２年度内に令和３年度補正予算（第２号）約６億円の新型コロナウ

イルスワクチン接種事業（国庫負担事業）を予定しているが、中期的な財政計画

という観点では異例な事業であり、この計画額に反映していない。 

 

 

１ 歳入の見通し 

ローリング前（令和２年度ローリング版中期財政計画）      （単位：百万円） 

歳入項目 
29年度 

当初予算額 

30年度 

当初予算額 

元年度 

当初予算額 

2 年度 

計画額 

3 年度 

計画額 

市 税 ２０，９８１ ２１，０５２ ２１，２２５ ２１，３１３ ２０，９９５ 

譲与税・交付金 ３，０６３ ３，３１８ ３，５６１ ３，９２７ ４，１９０ 

地方交付税 １，４９２ １，３８４ １，４６１ １，７２５ １，５１１ 

国庫・県支出金 ８，０４４ ８，０１８ ８，６９４ １０，２３２ １０，０５１ 

使用料及び手数料 
・分担金及び負担金 

１，２２０ １，２０８ １，２１７ ９６２ １，２１６ 

繰入金 １，４８５ １，７４７ １，２９２ １，３０８ １，３３４ 

繰越金 ６００ ６００ ６００ ６００ ６００ 

市 債 ２，９８７ ３，１９２ ３，２０６ ３，１３４ ３，４８２ 

その他（財産収入・諸
収入・寄附金） 

８３８ ７９６ ８７８ １，１０１ １，６６８ 

合 計 ４０，７１０ ４１，３１５ ４２，１３４ ４４，３０２ ４５，０４８ 

 

ローリング後                         （単位：百万円） 

歳入項目 
29年度 

当初予算額 

30年度 

当初予算額 

元年度 

当初予算額 

2 年度 

計画額 

3 年度 

計画額 

市 税 ２０，９８１ ２１，０５２ ２１，２２５ ２１，３１３ ２０，１３８ 

譲与税・交付金 ３，０６３ ３，３１８ ３，５６１ ３，９２７ ４，１７５ 

地方交付税 １，４９２ １，３８４ １，４６１ １，７２５ １，６５６ 

国庫・県支出金 ８，０４４ ８，０１８ ８，６９４ １０，２３２ １０，２８９ 

使用料及び手数料 
・分担金及び負担金 

１，２２０ １，２０８ １，２１７ ９６２ ９５２ 

繰入金 １，４８５ １，７４７ １，２９２ １，３０８ １，３０５ 

繰越金 ６００ ６００ ６００ ６００ ６００ 

市 債 ２，９８７ ３，１９２ ３，２０６ ３，１３４ ３，７４５ 

その他（財産収入・諸
収入・寄附金） 

８３８ ７９６ ８７８ １，１０１ １，３１７ 

合 計 ４０，７１０ ４１，３１５ ４２，１３４ ４４，３０２ ４４，１７５ 

（単位：百万円） 

増 減 額 

29年度 

当初予算額 

30年度 

当初予算額 

元年度 

当初予算額 

2 年度 

計画額 

3 年度 

計画額 

－ － － － △８７３ 

※表示額は単位未満を四捨五入しているため、合計は一致しない場合があります。 

※令和 2・3年度は、当初予算額に対して見直しを行っているため、計画額としています。 
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２ 歳出の見通し 

ローリング前（令和２年度ローリング版中期財政計画）      （単位：百万円） 

歳出項目 
29年度 

当初予算額 

30年度 

当初予算額 

元年度 

当初予算額 

2 年度 

計画額 

3 年度 

計画額 

人件費 ８，４１９ ８，４０２ ８，３１４ ９，１９９ ８，４８８ 

物件費（予備費含む） ７，０２６ ７，２４２ ７，４７９ ７，５０８ ７，２９０ 

維持補修費 ３２７ ３０９ ３１０ ３３２ ５０５ 

扶助費 １０，０９８ １０，１８９ １０，３７４ １１，４６２ １０，９９９ 

補助費 ５，６４０ ５，７２０ ５，７０１ ５，６５４ ６，９５３ 

公債費 ３，１４２ ３，２５１ ３，４９５ ３，６７６ ３，９２９ 

普通建設事業費 ２，０８８ ２，３５０ ２，３５５ ２，６３１ ２，８８７ 

積立金 １８６ １７８ ２９８ ３１５ ２９１ 

投資及び出資金 ０ ０ ０ ０ ０ 

貸付金 ２４ ２０ ２０ ７ ６ 

繰出金 ３，７６０ ３，６５４ ３，７８８ ３，５１７ ３，７０１ 

合 計 ４０，７１０ ４１，３１５ ４２，１３４ ４４，３０２ ４５，０４８ 

 

ローリング後                         （単位：百万円） 

歳出項目 
29年度 

当初予算額 

30年度 

当初予算額 

元年度 

当初予算額 

2 年度 

計画額 

3 年度 

計画額 

人件費 ８，４１９ ８，４０２ ８，３１４ ９，１９９ ９，１８０ 

物件費（予備費含む） ７，０２６ ７，２４２ ７，４７９ ７，５０８ ６，９９０ 

維持補修費 ３２７ ３０９ ３１０ ３３２ ３１４ 

扶助費 １０，０９８ １０，１８９ １０，３７４ １１，４６２ １１，３３６ 

補助費 ５，６４０ ５，７２０ ５，７０１ ５，６５４ ６，９９６ 

公債費 ３，１４２ ３，２５１ ３，４９５ ３，６７６ ３，８３３ 

普通建設事業費 ２，０８８ ２，３５０ ２，３５５ ２，６３１ ２，２１４ 

積立金 １８６ １７８ ２９８ ３１５ １２６ 

投資及び出資金 ０ ０ ０ ０ ０ 

貸付金 ２４ ２０ ２０ ７ ５ 

繰出金 ３，７６０ ３，６５４ ３，７８８ ３，５１７ ３，１８３ 

合 計 ４０，７１０ ４１，３１５ ４２，１３４ ４４，３０２ ４４，１７５ 

（単位：百万円） 

増 減 額 

29年度 

当初予算額 

30年度 

当初予算額 

元年度 

当初予算額 

2 年度 

計画額 

3 年度 

計画額 

－ － － － △８７３ 

※表示額は単位未満を四捨五入しているため、合計は一致しない場合があります。 

※令和 2・3年度は、当初予算額に対して見直しを行っているため、計画額としています。 

 

３ 今後の財政運営 

  令和３年度予算は、新型コロナウイルス感染症の影響による税収等の減少が

見込まれる中、安定した市民生活の維持に必要な施策、事業を確実に実施する 

予算とした。 

  今後の財政運営については、引き続き人口減少、高齢化による税収の減少が 

見込まれる中、公共施設マネジメントを推進するとともに、国の政策及び経済動

向による影響や、自然災害などの変動要素が危惧される。こうした状況から、 

新たな財源の確保について取り組み、事業の見直しによる経費削減の推進など、

柔軟かつ持続可能な財政運営に努めていく必要がある。 


